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はじめに

都市を生きる人びとは、人生の道筋を整えるた

めに、住まいの安定を必要とする。戦後日本の都

市は、成長し、拡大し続けたーーー人口が増え、

経済が発展し、開発が続き、建物が増大した。政

府の住宅政策は、中間層の持家取得を促進し、郊

外住宅地の形成を支えた。成長の時代の中で、多

くの人たちは、雇用と所得を確保し、結婚して家

族をもち、そして持家を取得する、という標準パ

ターンのライフコースを辿った。

しかし、前世紀の末には、脱成長の時代が始まっ

た。人口と経済に関する指標は、都市の条件が根

底から変わったことを表している。人口は 2000

年代半ばに減少に転じ、その少子・高齢化がさら

に進展した。近い将来、都市の多くは縮小し始め

る。バブル経済は 1990 年代の初頭に破綻し、そ

れ以降、景況は停滞したままで推移した。中間層

は減少し、持家取得はより困難になった。人びと

のライフコースは分岐し、標準パターンの道筋を

歩む世帯は減った（Hirayama, 2014）。

では、脱成長の段階に入った都市において、人

びとは住まいをどのように安定させ、ライフコー

スの軌道をどのように形成するのか。この問いの

一端を検討し、住宅政策の新たな方向性を考える

ことが、小稿の関心事である。

社会維持のサイクル

成長の時代が終わった都市では、その持続の

あり方が問われる。持家促進の住宅政策は、若

い世代が、先行する世代に続いて、人生の道筋

をつくり、住宅所有を達成することによって、社

会維持のサイクルが安定する、という仮定に基

づいていた。しかし、脱成長の時代に入るにつ

れて、若い世代のライフコースはぐらつき、持家

取得はより困難になった。

持家率の推移を見ると、平均値は６割前後に

保たれ、ほとんど変化していない。しかし、若年
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注：家計を主に支える者は、1983 年以前では世帯の主な働き手。
資料：『住宅統計調査報告』『住宅・土地統計調査報告』より作成。

図１：家計を主に支える者の年齢別持家世帯率
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層の住宅購入は減った（図１）。世帯主 30 〜 34 歳

での持家世帯の割合は、1983 年では 46％であっ

たのに比べ、2008 年では 30％まで下がった。世

帯主 35 〜 39 歳の持家率は、同じ時期に、60％か

ら 46％に低下した。持家率が若年層で減ったに

もかかわらず、その平均値がほぼ一定であるのは、

持家率の高い高齢層が増大したためである。

若い世代の持家取得の減少は、社会維持の旧

来のサイクルが衰退し始めたことを示唆する（平

山 , 2011）。経済の長い停滞は、若年層の雇用と

所得を不安定にし、住宅購入をより困難にした。

政府は、1990 年代末から、労働市場の規制を緩め、

非正規雇用を増大させた。その影響は、若いグルー

プにとくに強く現れた。被用者全体に占める非正

規被用者の割合は、1987 年から 2007 年にかけて、

25 〜 29 歳の男性では５％から 19％、同年齢の女

性では 23％から 40％に上がった（就業構造基本

調査）。

これに加え、家族のあり方が変化し、若い世代

では、結婚の遅い人たち、あるいは結婚しない人

たちが増加した。雇用情勢の悪化のために、結婚

はさらに減少した。国勢調査によれば、30 〜 34

歳の男性、女性の未婚率は 2010 年に 47％、35％

に達した。日本では、住宅所有と家族形成が密接

な関係をもち、大半の人たちは結婚するまで家を

買わない。若年層では、未婚率の上昇が持家率

の低下に結びついた。また、生涯未婚率が上昇し、

2010 年の男性では 20％、女性では 11％となった。

生涯未婚率とは、50 歳時の未婚者の割合を指し、

50 歳を超えてからの初婚が少ないことを前提と

した指標である。この数値は、さらに上昇すると

予測され、国立社会保障・人口問題研究所によれ

ば、2030 年の男性では 30％、女性では 23％に達

する。

ファースト／セカンド・ベビーブーマー

成長から脱成長に時代が移る中で、人びとのラ

イフコースはどのように変わったのか。首都圏に

関して、ファースト・ベビーブーマー（1940 年代

後半生まれ）とセカンド・ベビーブーマー（1970 年

代前半生まれ）という二つの大規模なコーホートを

比較し、若い世代の軌跡が先行世代のそれとどの

ように違うのかを見る。セカンド・ブーマーには

ファースト・ブーマーの子どもが含まれる。ファー

スト・ブーマーは成長の時代、セカンド・ブーマー

は脱成長の時代に成人した。この二つのグルー

プは、まったく異なる履歴をもち、そこに都市変

化の様相が現れている（平山 , 2006, 2011; 中澤 , 

2010）。

ファースト・ブーマーの多くは、高度成長期に

地方から東京に流れ込んだ。就学・就労のライフ

チャンスを豊富にもつ東京は、地方の若者にとっ

て、「出ていく先」の場所であった。東京に到着し

たファースト・ブーマーの多くは、標準型のライ

フコースを形成した。彼らの人生は、家族をもち、

所得を増やし、持家を手に入れるという軌道に

乗っていた。成長の時代のもとで、ファースト・ブー

マーが経験したのは、「移動する人生」であった。

セカンド・ブーマーの大半は東京出身である。

人口移動に関する 2001 年の調査によると、首都
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圏在住者のうち首都圏出身者が占める割合は、約

７割に及んだ（国立社会保障・人口問題研究所 , 

2005）。この数値は、若いグループではより高い。

同調査によれば、首都圏出身者の９割は、首都圏

に住んでいる。東京出身のセカンド・ブーマーは、

東京よりライフチャンスの多い場所が国内に存在

するとは想像せず、「出ていく先」をもっていない。

脱成長の時代に入った東京では、「移動しない人

生」が増大した。

  東京 70 ㎞圏内の距離帯別人口の推移を表した

データは、ファースト／セカンド・ブーマーの移

動履歴が異なることを示す（図２）。ファースト・

ブーマーでは、0 〜 20 ㎞圏の人口が 15 〜 19 歳

時と 20 〜 24 歳時の間に増え、そこから 30 〜 34

歳時にかけて減少したのに比べ、30 〜 50 ㎞圏の

人口は 15 〜 19 歳時から 30 〜 34 歳時まで増え

続けた。その意味は、地方から東京の中心部に流

入し、そこから郊外に移り住むというパターンが

ファースト・ブーマーの移動履歴の典型であった、

ということである。彼らの大規模な移動は、住宅

の大量建設に結びつき、郊外を拡大する力となっ

た。

セカンド・ブーマーでは、人口変化の幅が小さ

く、それは、移動量の少なさを表す。その中で、

セカンド・ブーマーを特徴づけるのは、15 〜 19

歳時から 30 〜 34 歳時にかけて、40 〜 50 ㎞圏の

人口が減少し、0 〜 10 ㎞圏の人口が増えた点で

ある。このグループでは、郊外生まれの人たちが

多く、ファースト・ブーマーの動き方とは逆に、

郊外から都心に移り住むというパターンが移動履

注：1）各調査時点における市区町村を、その面積の過半が含まれる
          距離帯に分類し、市区町村単位の人口を集計。
 　  2）距離帯は、東京都庁を中心とする。
資料：『国勢調査報告』『国勢調査 資料シリーズ』『国勢調査 摘要デー
         タシリーズ』『国勢調査 編集・解説シリーズ』より作成。
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図２：都心からの距離別
　　 ファースト／セカンド・ベビーブーマーの人口 
                                            　　　　　    東京70km圏
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歴の典型の一つとなった。セカンド・ブーマーは、

少ない移動量を特徴とし、動くとすれば、郊外か

ら都心方向に向かった。東京の人口は、依然とし

て増えているとはいえ、近い将来に減少し始める。

中心部に向かうセカンド・ブーマーの移動は、都

市の縮小が始まることを表現した。

親の家を出る／出ない

セカンド・ベビーブーマーとそれ以降の若い世

代では、ライフコースの「かたち」が変化した。その

一つは、親の家にとどまる成人未婚者の増大であ

る。この「世帯内単身者」の割合は、2010 年の首都

圏では、25 〜 34 歳人口の 31％に及んだ（国勢調

査）。若い人たちは、親の家を出るところから独立

した人生の道筋をつくり始めると考えられている。

しかし、親元に住む若者の急増は、ライフコース・

パターンの伝統のぐらつきを意味した（Hirayama, 

2013）。

世帯内単身者の増加を説明する要因は複合的

である。彼らの大半は、親所有の持家に住んでい

る。親世代が住宅所有を達成したことが、未婚の

成人子に住む場所を供給し、世帯内単身者の増大

の条件を形成した。持家の面積は大きく、多くの

世帯内単身者は個室をもつ。この個室があるため、

成人子と親の同居が可能になった。先述のように、

首都圏の若年層には首都圏出身者が多い。若い

コーホートでは、「移動しない人生」の出現が世帯

内単身者の増大に反映した。

親の家にとどまる成人未婚者は、親に依存する

「パラサイト・シングル」と呼ばれ、自立心を欠い

ているとイメージされていた（山田 , 1999)。しか

し、親元に住む人たちは、その状態を積極的に選

んでいるとは限らず、独立に必要な経済力をもっ

ていない場合が多い。多数の調査研究が証明した

ように、親同居の若年層では、別居のケースに比

べて、非正規就労がより多く、所得がより少ない

（宮本 , 2004; 白波瀬 , 2005）。世帯内単身者の多く

は、親の家に住み続けている。しかし、親元を離れ、

単身者として独立した後に、親の家に戻る、とい

うパターンがある。その多くは、所得減のために

独立世帯の維持が困難になるケースである。

これに加え、住宅政策のあり方が世帯内単身者

を増やす一因となった。若者が親の家を離れるに

は、賃貸住宅を確保する必要がある。しかし、政

府は、住宅政策を持家促進に傾かせ、借家居住

の条件を改善しようとしなかった。公的賃貸住宅

は少なく、若者がそこに入居できる可能性は低い。

先進諸国の大半は、住宅政策の中心手段の一つと

して、公的家賃補助の制度をもつ。しかし、日本

の政府は、家賃補助をほとんど供給しない。

賃貸セクターの居住条件は、さらに悪化した。

経済の長い停滞のもとで、借家人の所得は減少し、

その一方、より高い家賃を負担する世帯が増大し

た。全国消費実態調査のデータによれば、借家に

住む勤労者世帯（２人以上世帯）における住居費

の対可処分所得比は、1989 年では 11％であった

のに対し、2009 年では 16％に上昇した（平均値）。

若年層では、収入がより低く、家賃負担率がより

高い。適切な賃貸住宅の乏しさは、若者を親元に

とどめる効果を生んだ。

脱成長都市の住まいとライフコース
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経済が停滞し、借家人の所得が減少すれば、

市場家賃は下がると予測される。にもかかわらず、

実際の家賃水準は上がった。その原因は、低家賃

ストックの減少である（平山 , 2011）。公的賃貸住

宅の近年の供給は、さらに減少し、若者にはほと

んど無縁となった。企業は、低家賃の社宅を供給

してきた。しかし、企業福祉の充実は大企業に限

られる。そしてまた、経済停滞は企業環境を変容

させ、社宅供給は減った。民営借家の市場では、

零細家主が木造アパートを供給し、低質ではあっ

ても、低家賃の住む場所を提供してきた。しかし、

このタイプの住宅の多くは老朽化し、再開発など

によって取り壊されてきた。

家族／単身世帯

親の家を出たグループでは、単身世帯（１人世

帯）の割合が上昇した。首都圏の 25 〜 34 歳人口

のうち、単身者が占める割合は、2010 年に 22％

まで増大した（国勢調査）。若い人たちは、世帯内

単身者から単身者、そして既婚の世帯形成者に移

行し、あるいは世帯内単身者からダイレクトに世

帯形成者に移行すると考えられている。しかし、

親の家からの独立の遅い若者が増え、独立後は、

より長く単身者として暮らし、より遅くにしか家

族をつくらない人たちが増大した。

公営住宅供給にせよ、持家取得支援にせよ、

住宅政策の多くの制度は、単身者を対象から外す

傾向をもつ（平山 , 2011）。単身世帯は、家族世帯

を形成するまでの一時的な形態とみなされ、人び

との多くは、結婚して初めて公的住宅制度の対象

に含められた。しかし、単身世帯が増大し、単身

期間がより長くなる実態は、住宅施策の対象のあ

り方についての再考を促している。

首都圏の若者（25 〜 34 歳）について、世帯形成

者と単身者の特化係数を自治体別に見る（図３）。

世帯形成者、単身者などの何らかのグループに関

して、市区町村ごとの割合を上位集団である首都

圏での割合で除すと、そのグループの特化係数が

得られる。ある市区町村において、あるグループ

の特化係数が１を上回る（下回る）とすれば、それ

は、当該市区町村での当該グループの比重が首

都圏全体に比較して大きい（小さい）ということを

意味する。

  世帯形成者率の特化係数は、東京通勤圏の郊外

住宅地で高い。その数値が大幅に高いエリアは見

られず、少し高いエリアが多い。言い換えると、

結婚し、家族をつくった人たちは、空間的に極端

に集中することなく、郊外の広範なエリアに分布

する。

  これに対し、単身者率の特化係数が高いのは、

東京の都心部である。世帯形成者に比べて、単

身者は、特定エリアに集中する傾向が強い。単身

者の多くは、賃貸住宅、通勤時間の短さ、日常生

活の利便を求め、都心部に住もうとする。家庭を

もたない単身者は、友人との交流を重視し、それ

を保つために、都心立地を必要とする。換言すれ

ば、都心以外のエリアでは、単身者が住むための

条件が充足していない。

  単身女性は、多くの場合、単身男性に比べて、

より低い収入しか得ていないにもかかわらず、よ
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り高い家賃を負担する（平山 , 2011）。これは、女

性単身者が職場に近い都心立地をより強く望み、

さらに近隣環境の利便・安全を重視する傾向を示

唆している。住まいに関する必要水準がより高い

単身女性は、家賃負担の重さに苦しむケースがよ

り多いとみられる。

都心部のコミュニティが単身者を歓迎すると

は限らない。東京区部の行政の多くは、ワンルー

ムマンションの建設を規制する制度をつくってき

た（木下ほか , 2008）。地域に根ざすコミュニティ

は、単身者に偏見をもつ住人を含む。単身者はゴ

ミ・騒音に関してマナーを守らないと言われ、そ

の増大はコミュニティ運営を困難にするとみなさ

れる。単身者の一部は、住んでいる区に住民票を

移さず、その区に住民税を納めない。これらの点

から、単身者向け住宅供給を抑制する制度が設け

られた。しかし、都心部に単身者が集中する実態

に変わりはない。ワンルームマンションのストッ

クはすでに大量に蓄積され、それ以外に単身入居

を受け入れる多彩な賃貸住宅がある。都心部では、

実態としての単身者の増大に対し、どのような政

策展開が必要・可能なのかがあらためて問われて

いる。

片働き／共働き世帯

結婚し、独立した世帯をつくった人たちは、住

宅を買おうとする。日本では、家族向けの賃貸住

宅が少なく、その家賃は高い。子どもを育てよう

注：1)25 ～ 34 歳一般世帯人員に対する、世帯形成者・単身者の比率の市区町村別特化係数を図示。
 　  2）世帯形成者は、２人以上の世帯に属し、続き柄が世帯主または配偶者である有配偶者。単身者は、１人世帯の無配偶者。
資料：平成 17 年国勢調査のオーダーメイド集計より作成。

脱成長都市の住まいとライフコース

図３：25 ～ 34 歳世帯形成者・単身者の分布（首都圏 2005 年）

　　　　世帯形成者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単身者　　　　　　　　　　
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とする家族は、広い面積と良質の環境を得るため

に、住宅購入に向かう。

しかし、セカンド・ベビーブーマーとより若い

世代にとって、持家取得はより困難になった（平山 , 

2013a）。若年層の持家率が下がったことは、先述

のとおりである。バブル経済が破綻して以来、住

宅・土地価格は低下し、住宅ローンの金利は低い

レベルのままで推移した。しかし、経済停滞が続

き、所得が減ったことから、住宅購入のための負

担は、より重くなった。住宅ローンの利用では、

LTV（Loan To Value）が上がった。LTVとは、所

有物件の市場価値に対する借入額の割合を指す。

収入の低い世帯は、住宅を買おうとするとき、頭

金を少ししか準備できず、LTV を上げざるをえ

ない。全国消費実態調査によると、住宅ローン

をかかえる勤労者世帯（２人以上世帯）では、1989

年と 2009 年の間に、住居費の対可処分所得比が

13％から 19％に上昇した（平均値）。

持家取得の経済困難に対する世帯の反応の一

つは、妻の就労である（平山 , 2013b）。成長の時代

における世帯形態の社会標準は、「男性稼ぎ主」型

であった。しかし、脱成長の段階に入ると、男性

世帯主の所得は減少し、それに対し、労働市場に

加わる既婚女性は増大した。持家取得の仕方では、

「男性稼ぎ主」が家を買うという旧来のパターンが

依然として主流を占めているが、その比重は減少

し、共働きに基づく購入が増大した。

首都圏の持家に住み、子どもをもつ 30 歳代の

既婚女性を対象とするアンケート調査を 2009 年

に実施した（平山 , 2011）。その結果は、妻の雇用

上の地位によって持家取得が階層化している実態

を明らかにした。妻が家事専業のグループでは、

「男性稼ぎ主」の高い所得が持家取得に結びつくと

いう伝統的なパターンが見られる。正規雇用の妻

をもつ世帯のグループでは、購入住宅が高額であ

る一方、所得が高いために、住居費負担率は低い。

妻の高い経済力は、高級住宅の取得と所有を支え

る役割を果たした。妻が非正規被用者のグループ

では、夫の所得が低く、持家を取得した後に、住

宅ローン返済のために妻の就業が必要になる、と

いうパターンが多い。購入住宅の多くは低価格で

あるが、妻が就労してもなお、世帯の所得は低く、

LTV と住居費負担率が高い。

  首都圏の 30 歳代の既婚女性に関して、就業形

態の特化係数を市区町村別に見ると、家事専業と

フルタイム就業では、居住立地が大きく異なって

いる（図４）。家事専業者の特化係数は、郊外住宅

地で高い。地域特化の程度は弱く、「男性稼ぎ主」

と専業主婦が構成する世帯は、東京通勤圏の広

い範囲に分布する。これに比べ、フルタイム就業

者は、より強い地域特化の傾向を示し、その特化

係数は、二つのエリアにおいて、顕著に高い。そ

の一つは、首都圏の外縁部である。これは、農林

漁業に従事する家族が外縁部に多いことを反映す

る。もう一つは、都市的職業の共働き世帯が多い

東京区部である。夫婦ともにフルタイム就業の世

帯は、その多忙さから、通勤時間の短さと日常生

活の利便を必要とし、都心部の住宅を強く求めて

いる。
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おわりに
ライフコース・ニュートラルの都市形成を

成長の時代の住宅政策は、標準型のライフコー

スに乗る世帯をおもな対象とし、その持家取得を

支援した。新たな世代が、先行世代を追って、結

婚し、雇用を安定させ、そして住宅所有に到達す

る、という社会維持のサイクルが存在した。しか

し、脱成長の時代になると、人びとが辿る人生の

軌道は不均質になる。未婚率が上昇し、単身者が

増大した。雇用の安定は損なわれ、持家取得のた

めの経済負担はより重くなった。ファースト・ベ

ビーブーマーとセカンド・ベビーブーマーの人生

の軌跡は、大きな違いを示し、ライフコースの世

代変化を反映した。小稿では、社会持続を支えた

旧来のサイクルについて、その不安定さが増す状

況を見た。

脱成長都市では、住宅政策の運営に関して、特

定パターンのライフコースだけを助けるのではな

く、より多様な人生を中立的に支える方針が必要

になる（平山 , 2011）。とくに重要なのは、持家促

進だけではなく、賃貸住宅の改善をも重視する、

住まいの所有形態にニュートラルな政策の構築で

ある。世帯内単身者のグループには、所得が低く、

独立した住宅を確保できないために、親元を離れ

られない若者が含まれる。良質かつ低家賃の住ま

いの供給は、親の家を出るという選択肢を若者に

提供する意味をもつ。親の家から独立した人たち

脱成長都市の住まいとライフコース

注：1)30 ～ 39 歳有配偶女性に対する、家事専業者・フルタイム就業者の比率の市区町村別特化係数を図示。
 　  2）家事専業者は労働力状態「家事」、フルタイム就業者は労働力状態「主に仕事」の者。
資料：『平成 17 年国勢調査報告』より作成。

図４：30 ～ 39 歳既婚女性における家事専業者・フルタイム就業者の分布（首都圏 2005 年）

　　  　家事専業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フルタイム就業者　　　　　　　　　
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のグループでは、単身者の割合が上がった。彼ら

の多くが望むのは、住宅購入ではなく、賃貸居住

に対する支援である。持家取得に必要な経済負

担が増大した。賃貸セクターの居住条件の改善は、

それ自体が重要であるだけではなく、無理をして

家を買う世帯を減らし、持家セクターの安全性を

高める効果をもつ。

持家支援の住宅政策は、郊外形成による都市

拡大を促進した。しかし、人口はすでに減り始め、

都市は縮小に向かう。脱成長の段階に入った都市

では、住宅施策の力点を、郊外住宅の建設ではな

く、都心部での住宅供給にシフトさせる必要があ

る。増えている単身世帯は、都心部の住宅を必要

とする。家族世帯は郊外を好むというイメージが

ある。しかし、このグループでは、共働き世帯が

増え、その大半が求めるのは、都心立地の住まい

である。

成長の時代の住宅政策は、借家ではなく持家、

単身者より家族、低所得層より中間層、都心より

郊外に対する支援を重視した。住宅関連の公的援

助には、明白なバイアスがかかっていた。しかし、

人びとの多くが安定した仕事に就き、家族をつく

り、そして郊外住宅を買うというシナリオの根拠

は、すでに脆弱になった。大切なのは、住宅援助

の配分に関するバランスのあり方を見直し、ライ

フコース・ニュートラルな住宅政策を構築する方

向性である。脱成長都市の実態に沿って、住まい

に関する政策転換を進め、より多様な人たちの住

まいを安定させるところから、社会持続の新たな

サイクルの生成を展望する必要がある。
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